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Ⅰ  実施計画の基本的考え方

   １  策 定 趣 旨      

       この「函館市行財政対策実施計画（前期５か年）」は，「函館市行財政対策

     推進計画」で示した，１０か年の具体的な取組項目のうち，前期５か年分について

     より計画的に推進するため策定するものです。

             

  ２  計 画 期 間      

      計画期間は，平成１２年度から平成１６年度までの５か年とします。

       なお，この計画の推進にあたり，社会経済情勢の変化に的確に対応するため，

     計画期間内において，毎年度ローリング方式で見直しを図ります。

       

  ３  進行管理と推進体制

       この実施計画に基づく行財政改革の取り組みは，各界各層の市民からなる

     「第３次函館市行財政委員会」にその進捗状況を逐次報告し，適宜提言を

     いただくとともに，市議会や関係団体等の意見を踏まえ，市長を委員長とする

     「行財政対策推進委員会」において推進します。

   

－１－



１　簡素で効率的な「都市経営」

  (1) 多様化・高度化する行政需要に即応した効率的な行政運営の確立

12年度 13～16年度

①事務事業の見直し

　（事務事業の簡素

　　　　　　効率化）

秘書課
教育委員会
議会事務局

○ 財務部

○ 競輪事業部

○ 教育委員会

○ 農業委員会事務局

○ 消防本部

○ 住宅都市施設公社

○ ○ 総務部

○ ○ 消防本部

○ ○ 文化・スポーツ振興財団

○ 保健所

○ ○ 市民部

○ 教育委員会

○ ○ 教育委員会

Ⅱ  取り組みの内容 

  び公立高等学校再編に係わる道教委へ 教育委員会

環境部

○

○ ○

都市建設部

教育委員会

○ ○

取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
実施目標時期

・公用車運転業務 ○

○ ○

　　に伴う業務量の減少および業務の廃止

　建築許可，建築指導業務

・学校統合による用務，給食調理業務

・児童生徒の減少による給食調理業務

・下水道普及（し尿収集量・処理量の減

　少）によるし尿収集，処理業務

・都市計画区域見直しによる開発許可，

　　による見直し

・火災予防等業務

・公社業務

・消防・救急等業務の検討

・公用車の集中管理の検討

　ｳ)　社会状況の変化や行政需要の減少等

　ｲ)　法律等の改廃に伴う業務量の減少

　　および業務の廃止による見直し

・地域訪問保健指導業務

・国民年金業務の検討

1)　事務事業全般について，必要性，効果等

　の点検，業務執行方法の改善等による見直

　し

　ｱ)　業務執行方法の改善等による見直し

・税の賦課，納税業務

・競輪場維持管理等業務

・学校直営営繕業務

・財団業務の検討

・農地等の利用関係の調整等業務

　合の検討

・市立高等学校の運営に関する検討およ

　の要望

・入園児の減少による市立幼稚園の統廃

所管部局

△ 47 △ 84

－2－



12年度 13～16年度

福祉部

商工観光部

　ｵ)　一時的，臨時的な業務の終了による

　　見直し

○ 総務部

○ 市民部

○ 環境部

○ 環境部

○ 環境部

○ 商工観光部

○ 商工観光部

○ 函館病院建設事務局

○ ○ 各部局

○ ○ 総務部

○ ○ 競輪事業部

○ 環境部

○ 商工観光部

○ 函館駅周辺整備事務局

○ ○ 土木部

保健所○

○ ○

・第３次住居表示整備業務

・環境基本条例制定等業務

　補償等業務の検討

・競輪場改築業務

・産業廃棄物対策業務

・国勢調査の実施業務

　ｶ)  嘱託・臨時職員業務の見直し

　政課題等に対応する事務事業の見直し

　ｱ)　一時的，臨時的な新規事業に対応

　　する見直し

・地域振興券交付業務

・アクアコミュニティ推進業務

・函館病院移転・新築業務

・防災計画見直し業務

・高齢者計画見直しおよび介護保険事業

　計画策定業務

・外郭団体等への職員派遣の廃止・縮小

　　による見直し

　ｴ)　所期の目的を達した業務，類似・

　　関連した業務等の廃止・統合・縮小等

・ダイオキシン削減対策業務

2)　多様化，高度化する行政需要や新たな行

・埋立処分場第２期整備業務

取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
実施目標時期

所管部局

・臨空工業団地第２次第２期造成業務

・国および道施行事業の受託に伴う用地

・駅周辺整備業務（土地区画整理事業等）

71 12
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12年度 13～16年度

○ 市民部

福祉部

保健所

○ 福祉部

○ 福祉部

○ 福祉部

○ 福祉部

○ 保健所

○ ○ 函館圏公立大学広域連合

○ 監査事務局

総務部
各部局

○ ○ 市民部

△ 4 △ 13

○ 各部局

○ ○ 財務部

○ 市民部

○ 選挙管理委員会事務局

△ 11 △ 15

○ 競輪事業部

市民部

福祉部

保健所

○ 福祉部

○ ○ 福祉部

○ 港湾部

○ ○ 教育委員会

○ ○ 保健所

・学校事務業務

・野犬掃討業務の検討

　ｱ)　業務の難易度や市民サービスの確保，

・社会福祉施設調理業務

・ふ頭管理業務

・公用車運転業務

・一時保育業務

・管理栄養士による栄養指導業務

・函館圏公立大学業務

・斎場業務

・証明書等の発行サービス業務の検討

3)　情報化の推進による事務事業の見直し

　ｱ)　行政の情報化の推進による事務の

・戸籍事務のＯＡ化

○

○

取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
実施目標時期

・監査業務

　ｲ)　行政需要の増加や新たな行政課題等

　　に伴う業務量増に対応する見直し

・国民健康保険収納業務

・生活保護業務

・乳児保育業務

・子育てサロン業務

・介護保険関連業務

　　効率化，高度化，質的向上

・競輪開催業務

4)　嘱託職員の活用による事務事業の見直し

・総合窓口の導入の検討

所管部局

○○

　　勤務時間等を考慮した嘱託職員の活用

・財務会計システム導入効果の検証

・課税電算システムの大幅変更

・選挙事務のＯＡ化
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12年度 13～16年度

○ 商工観光部

○ 港湾部

②簡素で効率的な弾力

　性のある組織体制の

　構築

（組織機構の見直し） 総務部

各部局

総務部

各部局

総務部

各部局

③適正な定員管理

　（職員数の見直し）

総務部

各部局

総務部

 ＊職員数の年次別削減 各部局

   計画は［別紙］のと 総務部

   おり 各部局

総務部

各部局

　者を再任用する職員再任用制度の導入

・行政需要の増加や新たな行政課題等に

　伴う業務量増に対応した再任用職員の

　活用

・行政効率・効果等を総合的に検討した

　外部委託の推進

2)　定年退職者等の職員再任用制度の導入

・定年退職者等で働く意欲と能力のある

・事務事業の質，量等に見合った適正な

　職員配置

・新たな行政課題や行政需要等に対応し

　た必要人員の確保

　請へ的確に対応できる組織体制の整備

（政策推進部門，人材育成部門等の充実）

1)　事務事業・組織機構の見直し，外部委託

　の推進等による職員数の見直し

  　活用

1)　簡素で効率的な弾力性のある組織機構の

　ｲ)　専門的な知識・技術を必要とする

　　業務への嘱託職員の活用

・計量検査業務

・港務艇運航業務

  ｳ)　行政需要の増加や新たな行政課題等

  　に伴う業務量増に対応した嘱託職員の

総務部

○

○ ○

○

○ ○

○ ○

○

○

各部局

○ ○

○ ○

　確立

・新たな行政課題や様々な行政需要に弾

　力的で柔軟に対応した，市民にわかり

　やすく，市民サービスの向上が図られ

　る組織体制の整備

（部・課の再編整備，関連業務の統廃合）

・横断的，総合的な政策課題等に対応で

　きる組織体制の整備

・国の省庁再編や地方分権など時代の要

実施目標時期
所管部局取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
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12年度 13～16年度

④給与制度の見直し

 ・寒冷地手当

 ・住居手当

 ・勤勉手当制度の導入

1)　各種手当の支給範囲や運用等，給与制度

　の均衡に配慮した，給与制度の適正な

　運用および必要な改善

 ・特殊勤務手当

　  ◇各種手当の見直し等

○ ○ 総務部

所管部局

　全般にわたる見直し

実施目標時期
取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目

・国や他の自治体，民間企業の給与等と

－6－



(2) 健全な財政運営の確立

12年度 13～16年度

①中長期的展望に立っ

　た財政運営の推進

○ ○ 財務部

○ ○ 財務部

②自主財源の確保

財務部

各部局

財務部

各部局

財務部

各部局

財務部

各部局

③効率的な財政運営の

　推進（経費全般の節

　減合理化） 　の重点的，効率的な配分

・各種計画や事務事業の優先度，事業効 企画部

　果等の検討による財源の重点的，効率 財務部

　的な配分 各部局

財務部

各部局

財務部

各部局

　う財源確保

1)　各種計画や事務事業の再評価（必要度，

　緊急度，優先度の検討）の実施による財源

2)　事務処理の簡素効率化や既存制度等の見

　用率の向上

3)　地方分権等新たな制度実施に伴う財源

　確保

・介護保険や地方分権等の制度実施に伴

　数料の見直し

・補助目的・効果の検証等による補助金

　・負担金の見直し

・公共施設の利用方法の改善等による利

　画的な財政運営の推進

　財政運営の推進

・中長期的な財政収支試算を踏まえた計

1)　中長期的な財政見通しに立った計画的な

財務部

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

財務部

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

・バランスシートの導入の検討

・後年度負担を考慮した地方債の発行

1)　市税等の自主財源の安定確保

・市税等収入の確保（市税，国保料，住

　宅使用料，保育料等の収納率の向上）

2)　受益者負担の原則に基づく使用料・手数

　料，補助金・負担金の見直し

・負担の適正化を図るための使用料・手

・事務事業の計画的，効率的な執行

　直しによる経費全般の節減合理化

・人件費，事業費等の節減および単独助

　成制度など扶助費の見直し等による経

　常経費の抑制

実施目標時期
所管部局取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
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12年度 13～16年度

④公営企業の経営健全

　化

○ 函館病院

○ 函館病院

○ 函館病院

○ ○ 函館病院

　の執行体制の整備

・新病院における医師，看護婦，医療技

　術職員等の新体制の整備

・組織機構の見直し

・新病院における分院との統合による

　医事係業務，栄養管理業務，医療相談

　業務等の執行体制の整備

・新病院における委託業務，管理業務等

・管理栄養士の業務執行体制の見直し

・老人性痴呆疾患治療病棟の新設による

　ソーシャルワーカーの配置

・高等看護学院の教員体制の整備

・電話交換業務，ボイラー業務等の委託

　化

・財務会計システムの導入による業務執

　行体制の見直し

・黒塗り公用車の廃止

　ｱ)  中央卸売市場事業の経営健全化

・中央卸売市場整備終了による業務執行

　体制の見直し

　ｲ)　病院事業の経営健全化

函館病院

○ ○

函館病院

函館病院

○ ○

農林水産部○

○

○

○ ○

実施目標時期

△ 8 △ 31

取 り 組 み の 具 体 的 項 目

　業，水道事業，温泉事業，下水道事業）の

　中長期的な財政見通しに立った計画的な

　経営健全化の推進

・事務事業，組織機構の見直し，適正な定

　員管理等による経営健全化の推進

1)　各公営企業（中央卸売市場事業，病院事

所管部局取  組  事  項

○

函館病院

函館病院

函館病院
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12年度 13～16年度

○ ○ 水道局

○ 水道局

○ 水道局

水道局

交通局
3)　公営企業統合の検討

・終末処理場およびポンプ場の一部委託

　化等による業務執行体制の見直し

2)　交通事業の経営形態のあり方等の方向

　　付けを踏まえた経営健全化の推進

・水洗便所改造等資金貸付業務および受

　益者負担金業務の執行体制の見直し

・事業量の変動に伴う建設部門業務執行

　体制の見直し

  ｴ)　温泉事業の経営健全化

・温泉供給業務の見直しによる業務執行

　体制の見直し

  ｵ)　下水道事業の経営健全化

・浄水場の運転操作業務執行体制の見直

　し

・給水課業務執行体制の見直し

・組織機構の見直し

　体制の見直し

・財務会計システム導入による業務執行

　体制の見直し

・収納業務執行体制の見直し

  ｳ)　水道事業の経営健全化

・給与口座振込実施等による業務執行体

　制の見直し

・庁舎建設準備事務終了による業務執行

交通局○ ○

水道局

○

水道局

水道局

水道局

○

○

水道局

水道局

水道局

水道局○

○

○

○

取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
実施目標時期

所管部局

○

○

○

○

○

○
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(3) 官民の役割分担の明確化

12年度 13～16年度

①民間のノウハウの活 △ 1

　用
○ 商工観光部

○ ○ 保健所

○ ○ 教育委員会

総務部

各部局

企画部

各部局

総務部

市民部

各部局

総務部

市民部

各部局

住宅都市施設公社

文化・スポーツ振興財団
・公社・財団等職員の独自採用の検討

　事業の委託等の拡大

　制の強化

・外郭団体との役割分担を明確化し，事

　務局を移管

・行政とボランティア団体等との連携体

・ボランティア団体等の育成・活用

4)　公社・財団等の外郭団体との業務分担の

　見直しおよび民間経営手法の活用が適当な

　ウム等の開催

・公共事業に民間資金を活用するＰＦＩ

　手法の導入

3)　民間ボランティア等の育成・活用

・市立幼稚園の民間移行の検討

2)　民間の経営手法や発想等を事務事業の

　推進に活用

・企業人を講師とする講演会やシンポジ

・民間企業等との人材交流の推進

1)　官民が競合している事務事業の民間移行

　ヘルパー等）の民間移行の検討

取 り 組 み の 具 体 的 項 目

○ ○

所管部局

福祉部

○ ○ 福祉部

取  組  事  項

○

○

○ 各部局

△ 1

○ ○

○ ○

○ ○

各部局

・観光客誘致宣伝業務

・福祉業務（介護保険サービス，ホーム

○ ○

○

・社会福祉施設管理業務の民間移行の検

　討

・試験・検査業務の民間移行の検討

○○

実施目標時期
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12年度 13～16年度

②外部委託の推進

○ 秘書課

○ 総務部

○ 土木部

○ ○ 教育委員会

○ 教育委員会

○ 商工観光部　・観光施設維持管理業務

　・社会福祉施設管理業務の外部

　　委託等の検討

　・廃棄物処理施設管理業務の外

　　部委託等の検討

　・社会教育施設管理業務の外部

　　委託等の検討

　　どを総合的に検討し，要件を満たす

　　全ての業務について外部委託等を推進

　　◇単純・定型的業務

　　◇施設維持・管理業務

　・電話交換業務

　・道路・河川等の維持業務

　・用務業務

　・黒塗り公用車運転業務

1)　外部委託等の推進

　・行政責任や市民サービスの確保，経済

　　性などの委託効果，民間能力の活用な

○ ○

○ ○

○ ○

△ 42

　・調理業務

環境部

福祉部

教育委員会

△ 3

取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
実施目標時期

所管部局
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２　市民と協働する「都市運営」

(1) 公平・公正で透明性のある行政運営の確立

12年度 13～16年度

①市民と行政の情報の

　共有化

②監査機能の充実

○ ○ 監査事務局

1)　行政監査および技術的な分野に関する

　監査の充実

2)　外部監査制度の検討

・外部監査人が行財政をチェックする外

　部監査制度の検討

1)　情報発信機能や情報ネットワークの整備

　による行政情報の提供

取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
実施目標時期

所管部局

・インターネット・ホームページの活用

　やファックスサービス，情報発信機能

総務部

総務部

各部局

○

○ ○

企画部

総務部

市民部

　（行政情報の提供）

○ ○

・行政監査および工事監査の充実

2)　情報公開制度の充実

　の整備等行政情報サービスの充実

・情報公開条例の見直しなど，情報公開

　制度の拡充および市民周知の徹底
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(2) 市民参加の行政運営の確立

12年度 13～16年度

①市民とのパートナー

　シップによる行政の

　展開

総務部

各部局

総務部

各部局

総務部

各部局

②市民の自治意識の高

　揚

総務部

市民部

各部局　の活性化

2)　ボランティア活動への支援やネットワー

　ク化およびコミュニティ活動の促進

・ボランティア活動への支援やネットワ

　ーク化の推進およびコミュニティ活動

・市政教室の拡充や各種事業の市民説明

　会の開催等，市政に触れる機会の充実

・学校教育を通じた市政運営等に対する

　意識の啓発

・政策の立案段階から市民と行政が共に

　係わり合うワークショップ方式の活用

1)　市民のまちづくりに対する意識の高揚

　および市民が参加しやすい環境づくり

　制の拡充

3)　事務事業の推進等におけるワークショッ

　プ方式の活用など，市民との協働体制の

　確立

・公募委員の複数委員会への就任の検討

　および全体委員数の３分の１程度の

　目標設定による公募制の拡充

・女性，青年委員の登用拡大および公開

　活動を支援するためのソフト事業の

　推進

2)　公募制，公開制の拡充等による附属機関

　等への市民参加の拡充

1)　人づくり・まちづくり事業の推進

・若者やリーダーを育て，市民の自主的

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 企画部

○ ○

各部局

各部局

教育委員会

所管部局

○ ○

取  組  事  項

・多様な市民参加方式の検討

取 り 組 み の 具 体 的 項 目
実施目標時期
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12年度 13～16年度

③広報・広聴機能の拡

　充

企画部

市民部

各部局

企画部

各部局

　導入

・行政全般にわたるオンブズマン制度の

　検討

・福祉サービスの利用者等の苦情処理を

　対象とした福祉オンブズマン制度の

・移動市長室やふれあい懇談会の実施な

　ど，市民と行政のコミュニケーション

　の場の拡充

4)　苦情処理制度の充実

　クスによる情報提供など，きめ細かな

　広報体制の構築

3)　市民と行政のコミュニケーションの場の

　充実

　ケート等の実施検討

2)　市民と行政との広報媒体の充実

・印刷物やテレビ，ラジオ等による広報

　の充実およびインターネットやファッ

　の活用，まちづくりや教育など行政に

　対する意見や提案の募集など，広聴機

　能の拡充

・インターネット等を活用した各種アン

1)　モニター制度の活用および市民アンケー

　ト等の拡充

・各種アンケートの実施やモニター制度

○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

市民部

福祉部

総務部

取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
実施目標時期

所管部局

各部局
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(1) 地方分権型社会にふさわしい行政運営の確立

12年度 13～16年度

①政策形成機能・企画

　調整機能の充実強化

○ 企画部

②縦割り行政の見直し

　と横断的な行政課題

　への対応

各部局

各部局

③国・道への働きかけ

企画部

財務部

各部局

　制緩和の推進および地方財政基盤の

　強化等を要望

　幅広い観点からの検討・研究

1)　市長会等を通じ，地方行財政制度の改善

　等を要望

・市長会等を通じ，地方分権の拡充や規

　局の横断的な政策調整，連携システム

　の確立

・新たな行政課題や横断的な課題に対し

　プロジェクトチーム方式を活用した

　検討

1)　横断的な行政課題に対応できる組織のネ

　ットワーク化（組織機構見直し関連）

・政策立案や事業執行等における関連部

1)　企画部門および事業部門における政策形

３　自己決定・自己責任による「都市の自立」

取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
実施目標時期

○

○ ○

○ ○

企画部

企画部

所管部局

　成機能，企画調整機能の強化による総合行

○

○ ○

　政の推進

・政策研究・市民活動支援組織の設置

・効率的かつ合理的な行政執行を図るた

　めの事業評価システムの導入

・市民の意見を反映できる評価方法の
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(2) 多様な人材の育成・確保

12年度 13～16年度

①職員の能力開発と多

　様な人材の確保

○ ○ 総務部

　職化

6)　希望退職制度の導入

・行財政の健全化および職員の新陳代謝

　を促進する，新たな希望退職制度の

　導入

　経験を有する民間経験者等の採用

5)　職員の専門職化

・専門的な知識や技術の習熟が必要な職

　種や特定の分野に精通する職員の専門

　ため，能力主義に基づく公平で公正な

　昇任試験制度の導入

4)　民間経験者等の人材活用

・いろいろな分野で優れた能力や知識，

　を総合的に判断する公平で公正な勤務

　評価制度の導入

3)　昇任試験制度の導入

・職員の士気の高揚，意欲の喚起を図る

・姉妹都市等との交流による国際的視点

　を身につけた人材育成

2)　勤務評価制度の導入

・個々の職員の勤務成績や能力，適性等

・職員研修を充実し，政策形成能力等の

　向上を図るとともに，人材育成基本方

　針を策定し，計画的に職員を育成

・国・道等との人事交流による人材育成

1)　多様な研修機会の提供や研修実施体制の

　充実強化による人材育成

○

○ ○

○ ○

総務部

○ ○ 総務部

総務部

総務部

○ ○

○ ○

○○

総務部

総務部

○

総務部

取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
実施目標時期

所管部局
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12年度 13～16年度

②職員の意欲と意識の

　向上

4)　職員のボランティア参加意識の向上

・職員研修などを通じ，福祉活動や町会

　活動など各種ボランティア活動への

　等への有効活用

・専門的な技術・技能を有する職員の

　活用

　提案の活性化

3)　職員意向調査（自己申告制）の充実

　参加意識の向上

　の制度導入の検討

・窓口の一元化などボランティアに関わ

　る体制の整備やボランティア休暇の

　活用によるボランティア活動の活発化

・国際ボランティア活動への参加のため

・職員意向調査（自己申告制）の充実に

　よる職員の意識の高揚および人事管理

　および政策研究グループの育成

2)　職員提案制度の活性化

　業務改善，行政能率向上のための職員

・職員の創造力，研究心の高揚ならびに

1)　自主研究グループ等の育成

・自主研究グループへの助成制度の拡充

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○

総務部

○ 総務部

総務部

○

総務部

総務部

総務部

総務部

所管部局

○

○

総務部○

取  組  事  項 取 り 組 み の 具 体 的 項 目
実施目標時期

　までの拡大および降任希望制度の検討

・職員意向調査（自己申告制）の管理職
○ ○
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  [別 紙]

 
１ 計 画

 
２ 実施確定分

12年 13年 14年 15年 16年 合 計 12年 13年 14年 15年 16年 合 計

△ 32 △ 46 △ 52 △ 40 △ 60 △ 230 △ 26 △ 26

(△10) (△10) (△10) (△10) (△40)

  函館圏公立大学広域連合（事務局分）   函館圏公立大学広域連合（事務局分）
       [ ※ 平成11年度まで20人配置済 ]         [ ※ 平成11年度まで20人配置済 ]  

小                       計 △ 31 △ 46 △ 51 △ 40 △ 60 △ 228 小                       計 △ 25 △ 25

  消　防　本　部 △ 1 △ 1 △ 1 △ 3   消　防　本　部

  函館病院建設事務局 △ 15 △ 15   函館病院建設事務局 △ 15 △ 15

  水  道  局  △ 8 △ 6 △ 16 △ 2 △ 6 △ 38   水  道  局  △ 7 △ 7

小                       計 △ 23 △ 7 △ 17 △ 3 △ 6 △ 56 小                       計 △ 22 △ 22

計 △ 54 △ 53 △ 68 △ 43 △ 66 △ 284 計 △ 47 △ 47

  函館圏公立大学広域連合（教員等分） 51 11 5 67   函館圏公立大学広域連合（教員等分） 51 51

合                       計 △ 3 △ 42 △ 63 △ 43 △ 66 △ 217 合                       計 4 4

(参考) (参考)

  嘱託化による職員削減数 △ 12 △ 7 △ 4 △ 3 △ 1 △ 27   嘱託化による職員削減数 △ 9 △ 9

  上記に伴う嘱託職員増員数  19 9 6 5 1 40   上記に伴う嘱託職員増員数  15 15

                            ※ (  )内は，現業職員の職種変更に伴う委託化・嘱託化等の推進による削減予定分
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  一般部局・各行政委員会・公社・財団

21 1

区                       分
前   期   ５   か   年

職 員 数 の 年 次 別 削 減 計 画 （ 前 期 ５ か 年 ）

区                       分
前   期   ５   か   年

  一般部局・各行政委員会・公社・財団

1 1


